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This paper examines a problem called “Balancing Reconstruction with Decommissioning” of reviv-
ing Fukushima from a double disaster called the Great East Japan Earthquake and the 1F（Fukushima 
Daiichi Nuclear Power Plant）nuclear disaster. This issue is a typical case about sustainability and resil-
ience in the 21st century in the Century of the Disaster. At first, this paper discusses that it is the recon-
struction policy in the population decreasing and aging society with the creative reconstruction in a cen-
tury, the 21st Century of the Disaster in Japan. After that, this paper examines the reconstruction policy 
from the Great East Japan Earthquake and the way of the Fukushima nuclear accident processing and 
confirm a characteristic called “incompleteness of the nuclear crisis response and surplus of the Great 
Earthquake disaster reconstruction policy”. Finally, from the analysis of the 1F decommissioning policy, 
this paper clarifies the difficulty of the issue called “Balancing Reconstruction with Decommissioning” in 
Fukushima, and Fukushima lectures on having possibilities to fall into a state such as “Mutual Destruc-
tion of Reconstruction and Decommissioning” without a change of the decommissioning governance in 
conclusion.
1.　はじめに：「災害の世紀」21世紀におけるサステナビリティとレジリエンス
1995年 1月 17日の阪神・淡路大震災から 25年が経ち，2011年 3月 11日の東日本大震災と福島
原発事故から 10年を迎えようとしている。
1995年 1月の阪神・淡路大震災と 2011年 3月の東日本大震災・福島原発事故の前後にも，1993
年 7月の北海道南西沖地震（奥尻島地震），1994年 10月の北海道東方沖地震，1999年 6月の 6.29
豪雨災害（広島・福岡など西日本），2003年 9月の北海道十勝沖地震，2004年 10月の新潟中越地震，




ら 9月のバングラディシュ大洪水，1999年 9月の台湾大地震，2004年 12月のインドネシア・スマ
トラ沖大地震，2006年 5月のジャワ島中部地震，2008年 5月のミャンマー巨大サイクロン・ナルギ
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「復興と廃炉の両立」を考える
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は総人口 6,000万人程度（参考表 1，2020年 4月現在の人口は 1億 2,596万人），高齢化率（65歳以
上）38％程度（2020年 4月現在は 28.5％）に達すると推計しているが（国立社会保障・人口問題研




度と増えることはないという予測もある（Bricker and Ibbitson 2019）。
いずれにしろ，縮小社会における創造的復興政策において大切なことは，30年から 50年という当
図 3　縮小社会における創造的復興の概念図
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ワークの形成を阻害したと指摘している（斎藤 2015, p. ii）。
さらに，「震災復興政策や原発危機対応において，いったん間違って設定されたフレーミングは，
その後の政治プロセスにおいて，修正されるどころか，さらに間違った方向に変更されて，政策の矛





阪神・淡路大震災の復興予算は，1995年から 5年間で 9兆 4,841億円であり，そのうちの国費が 5
兆 169億円，兵庫県などの県市町負担が 4兆 4,672億円であった（斎藤 2015, p. 7）。









地方都市や農漁村が中心であった東日本大震災では 11兆円（ストック全体で 16兆円）から 20兆円
（ストック全体で 25兆円）と推計された。
原田，塩崎や斎藤らは，東日本大震災における創造的復興が，「東北の復興なくして日本の再生な








た。全国の人口変化が 2000年から 2010年までに 0.9％の伸びであったのに対して，岩手県，福島県
は△ 6.5％，△ 4.6％であった。また，2010年の 65歳以上人口比率，全国 23.0％に対して岩手県
27.1％，福島県 24.9％，2010年の失業率は，全国 6.4％に対して，岩手県 7.1％，福島県 7.1％であっ
た。…一方，宮城県については，人口や少子高齢化の動向は全国平均と大きく変わらなかったが，経
済活動は全国平均に比べて停滞していた。2010年の失業率は全国が 6.4％に対して 7.8%と被災三県
の中で一番高かった。それまでの 10年間の失業率の上昇幅も，全国が 1.7％に対して 2.9％であった」
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「復興と廃炉の両立」を考える
5回の改訂が行われてきた。
表 2に，2019年 12月 27日，第 5回改訂された「中長期ロードマップ」に掲げられた 4つの原則
を示した。

















ドマップ」は，初版（2011年 12月 21日），第 1回改訂（2012年 7月 30日），第 2回改訂（2013年
6月 27日），第 3回改訂（2015年 6月 12日），第 4回改訂（2017年 9月 26日）と改訂を重ね，
2019年 12月 27日に第 5回改訂となっている（表 1参照）。
表 2　「中長期ロードマップ」（2019）の原則
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第 1期：ステップ 2完了～使用済み燃料プール内の燃料取り出し開始まで（目標は 2年以内）
第 2期：第 1期終了～燃料デブリ取り出し開始まで（目標は 10年以内）
第 3期：第 2期終了～廃止処置終了まで（目標は 30～40年後）
こうしたフレームは，若干の表現の変化はあるものの初版，第 1回改訂，第 2回改訂と続いている。
表 3に「中長期ロードマップ」（2019）のマイルストーンを示した。
マイルストーン表が作成されたのは，第 3回改訂が最初であり，第 3回改訂から「1. 汚染水対策，2. 
使用済み燃料プールからの燃料取り出し，3. 燃料デブリ取り出し，4. 廃棄物対策」という 4つのマイ
表 3　「中長期ロードマップ」（2019）のマイルストーン
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済燃料 292本，新燃料 100本）からの取り出し開始時期の予定は，2020年度（第 3回改訂），2023
年度（第 4回改訂），2027年度～2028年度（第 5回改訂）と，「中長期ロードマップ」の改訂ごとに
大幅な延期が繰り返されている。同様に，2号機の使用済燃料プール（615本：使用済燃料 587本，
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ういう天災がきわめて稀にしか起こらないので，ちょうど人間が前車の転覆を忘れたころにそろそろ後車を引き出すような
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